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令和 4年度環境配慮契約法基本方針検討会（第 1回）議事録 

 

出席委員：秋鹿委員、梅田委員（座長）、大聖委員、田中委員、原委員、藤野委員、野城委員、

山地委員    （五十音順） 

 

１．日  時  令和 4年 7月 15日（金）13:00～14:45 

 

２．場  所  インテージ秋葉原ビル 12階会議室及びWeb会議 

 

事務局：本日はお忙しいところ、お時間をいただきまして、誠にありがとうございます。定

刻になりましたので、これより令和 4年度第 1回環境配慮契約法基本方針検討会を

開催いたします。本日の会議につきましては、実際の会議室とWeb会議のハイブリ

ッド方式で行います。会議における具体的なご発言の方法などについては、後ほど

ご説明いたします。また本検討会は、環境配慮契約法基本方針検討会開催要領の規

定により、原則公開となっており、動画チャンネルで会議の内容を配信しておりま

す。それでは会議に先立ちまして、環境省大臣官房環境経済課課長補佐の田中より

ご挨拶申し上げます。 

田中補佐：環境省大臣官房環境経済課の田中でございます。本日課長の波戸本が所用のため、

私からご挨拶させていただきます。本日は、委員のみなさまにおかれましては、お

忙しい中、本年度第 1 回目の環境配慮契約法基本方針検討会にご参加いただきまし

て、誠にありがとうございます。令和 2年 10月の 2050年カーボンニュートラル宣

言が行われて以降、エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画の改定が示されまし

て、今年度は、温暖化対策を経済成長につなげるクリーンエネルギー戦略におきま

して、成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、クリーンエネルギー中心の経済、

社会、産業構造の転換等に向けた政策対応等について、中間整理がされたところで

ございます。まさにカーボンニュートラルに向けた取組というものを確実に進めて

いこうとしているところでございます。環境配慮契約法は、みなさまご存じかと思

いますけれども、国等における温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約の推進を

図ることなどを目的といたしまして、平成 19年に制定されたところでございます。

以来、委員のみなさまからご意見をいただきながら、基本方針の策定、新たな契約

類型の追加など、時々の状況に合わせて、制度の充実、そして運用の強化を図って

参ったところでございます。2030年の削減目標、そして 2050年カーボンニュート

ラルに向けまして、国等の率先行動がこれまで以上に求められております。このよ

うな中、電力の二酸化炭素排出係数の低減でありますとか、再エネ電力の最大限導

入、そして建築物の省エネ化などを含め、本法の重要性というものがさらに増して

いるというところでございます。関係計画等とも連携をして、しっかりと取組を進
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めていかなければと考えているところでございます。こうした観点を踏まえて、今

回の本検討会では、今年度の方向性について、ご議論をお願いしたいと考えている

ところでございます。検討会につきましては、本日を含めまして合計 3 回の開催を

予定しているところでございます。会議における検討結果を踏まえまして、基本方

針等の見直しを進めて参りますので、委員のみなさまにおかれましては、忌憚のな

いご意見をどうぞよろしくお願いいたします。 

事務局：（Web会議システムについて説明：省略） 

事務局：（委員紹介、座長選任：省略） 

事務局：以降の議事進行を梅田座長にお願いいたします。 

梅田座長：みなさん、選任いただきまして、誠にありがとうございます。僭越ながら、昨年

度に引き続き座長を務めさせていただきたいと思います。私自身は大変力不足です

けれども、委員の先生は各分野のご専門の方がそろっておりますので、安心して議

事の進行をさせていただきたいと思っております。それでは、本日の議論をはじめ

たいと思います。議事に入ります前に、事務局から本日の議事予定、検討会の資料

の確認をお願いいたします。 

 

◇本日の議事予定 

事務局：本日の会議は、15時までの 2時間を予定しております。 

 

◇配布資料の確認 

事務局：資料につきましては昨日に事前送付をさせていただいております。お送りしまし

た議事次第に、本日の資料一覧が記載してあります。 

 

配 布 資 料 

資料１  令和４年度環境配慮契約法基本方針検討会委員名簿 

資料２  令和４年度における環境配慮契約法基本方針等の検討方針・課題等（案） 

資料３  令和４年度環境配慮契約法基本方針等検討スケジュール（案） 

参考資料１ 環境配慮契約に関する提案募集について 

参考資料２ 令和 4年度環境配慮契約法基本方針検討会開催要領 

      

３．議 事 

 

（１）令和４年度における環境配慮契約法基本方針等の検討方針・課題等について 

 

梅田座長：それでは議事に入らせていただきます。本日は、議事次第にあるとおり、最初と

いうことですので、「令和 4年度における環境配慮契約法基本方針等の検討方針・課
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題等について」「検討スケジュールについて」の 2点について、議論していただく予

定です。まず「令和 4 年度における環境配慮契約法基本方針等の検討方針・課題等

について」、資料 2を事務局よりご説明いただき、その後、委員のみなさまのご質問、

ご意見等を伺うこととします。それでは、資料の説明をよろしくお願いします。 

環境省：（資料 2、参考資料 1説明：省略） 

梅田座長：長時間に渡り、御説明ありがとうございました。以上が、資料 2および参考資料

1 のご説明でした。資料 2 は今年度の環境配慮契約法の検討方針、課題等になりま

す。ただいまのご説明について、各契約類型のご担当の委員から補足のご意見をい

ただきまして、その後、委員のみなさまからのご意見、ご質問をいただきたいと思

います。説明いただいた資料の順番に沿って議論を進めたいと考えております。資

料 2 については、今年度検討を行う契約類型としては、電気の供給を受ける契約、

建築物に係る契約、産業廃棄物の処理に係る契約の 3 つが示されています。昨年度

の第 3 回の基本方針検討会において、電力専門委員会および建築物専門委員会の本

年度の継続設置についてご了承いただきましたので、すでに 6 月に両専門委員会の

1回目が開催されております。まず、電気の供給を受ける契約について、ご質問、ご

意見をいただきたいと思います。最初に電力専門委員会座長の山地委員、いかがで

しょうか。 

山地委員：ありがとうございます。事務局から丁寧に説明していただいておりますので、あ

まり付け加えることはないのですけれども、いくつかハイライト的に申し上げます。

まずひとつは、裾切り方式をとっているのですが、昨年 10 月に第 6 次エネルギー

基本計画が閣議決定されて、2030年の電源構成が前の 5次の計画からさらに低炭素

の方に動いている。2030 年の kWh あたりの CO2の発生量が 370g から 250g まで

下がっていますので、それに対応した調整をする必要があるということで、先月の

第 1 回目の電力専門委員会でも議論がありまして、引き上げられた目標に向けて、

裾切り値、あるいは配点を調整していくということで、特に異論はなく、今日ご説

明がありましたイメージで進めていくということでございます。それから、未実施

機関の公表を始めておりますけれども、そのデータも電力専門委員会で説明があっ

て、独法が特に問題なのですが、公表したことによって、今後環境配慮契約をして

いくという方向性でいろいろな機関が動いていることが、今日の資料の説明でも確

認されたのではないかと思っております。いちばん議論になりましたのは、再エネ

電力の最大限の導入に向けてのところでございまして、政府実行計画の中で 2030年

に再エネ電力比率を 60％以上にするという目標が記されており、それに対する対応

ということで、もちろん昨年来から議論をしていたわけですけれども、大きなとこ

ろは再エネ電気の定義で、FITの対象のもの外に 3万 kW以上の水力を含めるかど

うかに関して、昨年からそうなのですが、少し委員の間で意見が分かれて、ほとん

どの委員は、条件付きということも含めて 3万 kW以上の水力も含めて、60％以上
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のところを狙っていく方向のご意見が多いのですが、一部、私の理解では 1 人です

けれども、やはり 3万 kW以上の大型水力を含めるのはちょっと問題だという意見

を言われておりました。これについては、今年あと 2 回電力専門委員会を開きます

ので、そこで調整していきたいと考えております。それ以外については、継続検討

になっている沖縄電力供給区域の問題、あるいは総合評価の導入ということがあり

ますけれども、ここは現実を踏まえて検討を進めていくということで、専門委員会

の了解も得られていると私は考えております。つまり、再エネ電力比率 60％以上を

目指すという中で、大型水力の扱いをどうするかということに関して、今年度これ

に関しては決着をつけなければいけないと思っていますが、まだ委員の中で完全な

合意は得られていないという状況でございます。私からは以上です。 

梅田座長：山地委員、ありがとうございました。裾切りは、上げる話にしろ、下げる話にし

ろ、非常に難しい課題があると思います。大変ありがとうございます。それでは、

みなさんからの質疑に入りたいと思います。まず藤野委員、お願いします。 

藤野委員：電力専門委員会に参加していますので、付け加えます。10，11 ページの各省庁

別の状況の資料を付けていただいて、ありがとうございました。最初、環境省がな

ぜこんなに比率が低いのかなと思ったのですが、予定電力使用量だとそこまで悪く

はない。国立公園などをいっぱい持っているので、その辺が難しいのかなと思いま

した。理由がわかるとちょっとほっとしますけれども、やはり気になるのは絶対量

の方で、予定使用電力量の何％ができていないということもあるのですが、絶対量

的にどれだけできていないかが大きな影響を与えますので、そういうことも意識し

て、全体のボリュームとして下げていくという意識を持った資料作りを環境省には

ぜひお願いしたいと思います。丁寧にやっていただくのはいいのですが、2030年は

あっという間に来ますので、しきい値も達成できないまま終わってしまっては意味

がないので、その辺は当然電力専門委員会の委員が気をつけないといけないのです

が、親委員会の先生方から厳しいご指摘をいただけたらと思っております。よろし

くお願いいたします。以上です。 

梅田座長：ありがとうございます。今の件について、事務局から何かありますか。 

環境省：ご指摘ありがとうございました。おっしゃるとおり、我々もスピード感を持って取

り組んでいかなければいけないと考えているところでございます。電気は特に、先

ほど山地先生からご説明いただいたとおり、大型水力の定義について、少し意見が

割れているところもございますけれども、今年度には見直しを行えるように、我々

としても委員のみなさまにご納得いただけるような改定案をお示ししたいと考えて

いるところでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

梅田座長：ありがとうございます。スピード感をもって、なおかつ結果として効果が出るよ

うなかたちの政策をいただければと思います。それはけっこう大事な話だと思いま

す。他はいかがでしょうか。すません。私からひとつよろしいでしょうか。5ページ
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で、0.250 を目指した線と 0.370 を目指した線があって、その間くらいで線を引く

という話がありましたけれども、実際にはどういう考え方で、どういうふうに議論

を進めていく方針なのでしょうか。 

環境省：まだ素案は検討の段階ではございますけれども、資料の 4 ページでお示しをして

いる、今の排出係数の分布がございます。これの平均値、それが全国平均値なのか、

中央値なのか、単純平均値なのか、どこを使うかというのはあると思うのですが、

とりあえずこのピークの部分を 0.250 に持っていけるように、しきい値というもの

をどんどん左側に寄せていくという考えでおります。そのしきい値を設定する際に、

この分布の何％程度で足切りを行うのか、そういったところで、まだ具体的な数字

をどうするかというのは今後の検討ですけれども、直近の分布等を踏まえながら、

分布が最終的には 0.250 という目標を達成できるような、将来的なしきい値の設定

をお示ししたいと考えているところでございます。 

山地委員：5 ページだけを見ていると、そういう議論になりそうな印象かもしれませんが、

実際に使うのは、しきい値引き下げというのは、その値から下のものは、6 ページ

にあるように、配点を 0 にするということなんですね。それより高ければ得点を変

えていくということですので、しきい値だけで決めるということではなくて、6 ペ

ージの表が重要でございまして、そこを合わせてお考えいただければと思います。 

梅田座長：ありがとうございます。しきい値は 0.69 であっても、契約するためには 0.525

未満でなければいけない、そういうふうに読めばよいでしょうか。 

山地委員：そういうふうにご理解いただければと思います。 

梅田座長：ありがとうございます。その他いかがしょうか。 

秋鹿委員：電力専門委員会の先生方、大変努力していい案を作っていただいて、進化してい

ると思って感心しております。経産省の新しいエネルギー政策の数値に合わせるよ

うなかたちでこの基準の目標値を作って、非常に野心的だと思います。これに準じ

て頑張ってほしいと思っているのですが、若干心配しているのは、これは実行可能

か、と言うとおかしいのですが、グリーン化をするためにはやはりコストがだんだ

んかかってくる。それは電力供給業者の責任かもしれませんけれども、国民がどう

応えていくかということに対して、国がどんな政策を持つのか。例えば、補助金の

件であるとか、あるいはカーボンプライシングであるとか、その辺の見通し、ゼロ

エミッションにだんだんしていくという数字を並べていくのはいいのですが、実行

可能かどうかという政策の面での感触、環境省としてとか、あるいは電力委員のみ

なさま、どういうふうに考えているのかということをちょっとお聞きしたいのです

けれども。すみません。ちょっと余計な質問ですが。 

梅田座長：重要なご指摘だと思います。どなたか。 

環境省：環境配慮契約法の担当として、なかなか答えづらいところではございます。環境省

としては、かなり野心的な目標ではありますけれども、それの実現に向けて、あら
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ゆる手を尽くしながら、進めていくことが必要だと考えているところでございます。

環境配慮契約法は国の取組というところでございますけれども、国等が率先して、

こういった環境配慮の契約を実施していく、再生可能エネルギーの契約を実施して

いくということで、電気事業者の方にも再生可能エネルギーへの移行を進めていた

だくということで、ひとつの手法として考えているところでございます。実現可能

性とかそういったものについては、発言することが難しいところではございますけ

れども、目標の達成に向けて、できるところは当然行っていく。再生可能エネルギ

ーにはある程度コストがかかるというのは我々も承知はしているところでございま

す。そういった必要なコストについては、我々の国等が行う契約については、適切

に見込んだ上での契約を実施していくというところで進めていければと考えている

ところでございます。すみません。あまり答えになっていないかもしれませんが、

申し訳ございません。以上でございます。 

秋鹿委員：どうもありがとうございます。 

梅田座長：ありがとうございます。山地委員、何か補足ありますか。 

山地委員：特に付け加えることはないのですが、やはり政府機関が率先して目標達成をリー

ドしていくというのがこの環境配慮契約法の趣旨だと思いますので、それを踏まえ

て、先ほどの排出係数にしても、あるいは再エネ電源の比率にしても、数値目標を

掲げて誘導していくということが大事だと思っています。秋鹿先生の専門分野から

言うと、2030年ではまだ水素、アンモニアは、エネルギーでも電源でも 1％なので

すが、より長期的には、再生可能エネルギーと原子力というゼロエミッション電源

以外のものも対応していくべきだと考えておりますけれども、今の段階ではまだ具

体的にそれに対する取組を示す必要はないのではないかと考えております。 

秋鹿委員：同感でございます。 

梅田座長：その他いかがでしょうか。それでは、2番目の検討方針として示されました建築

物に係る契約について、ご意見、ご質問をいただきたいと思います。最初に野城委

員のご意見をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

野城委員：ご説明いただいたとおりなのですが、この環境配慮契約法が出来上がったのが

14、5年前でしょうか。その際に、当初挙がっていた ESCOと環境プロポーザル設

計を入れるというところから始まりまして、増築を重ねてきたのですが、ご説明い

ただいた整理というのは、もう少しライフサイクルベースで見ていこうと。つまり

新築だけでなく、建物を維持管理し、必要に応じて改修をしていくということが一

連とつながっていくようなかたちで、環境配慮契約法にある様々なメニューがつな

がっていくようにしようということが、今日ご説明いただいた改定案と検討事項の

中の問題意識としては、専門委員会としてみなさん共通に持っていらっしゃるとこ

ろです。もうひとつ背景がございます。社会全体でもそうなのですが、官庁系の建

物の新築ががくっと減っておりまして、ある意味では、新築する官庁建物を ZEBあ
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るいは ZEBもどきにするというのは、ショーケース的な効果はあるけれども、量的

な規模はほとんどない、極めて限定的だと言っていいと思います。民間ベースでも、

今日本には 90億㎡の既存建築がありますけれども、新築は 1億㎡足らずですので、

1 億㎡くらいのところで ZEB と言っていても、90 億㎡のところが手つかずだとす

ると、グリーンハウスガスを減らすという観点からするとバランスを欠いていると

いうことでございます。そういう意味では、非常に重要かなと私は思っております

のは、ストックも含めて、その建築物が出しているグリーンハウスガスの量を把握

していただく、自覚していただく指標を作るということ。それと維持管理について

も、大規模な建物と地方の出先機関で総務課長が営繕管理をすべてやっているとこ

ろと同じような管理レベルは求められなくて、今まではそうした出先の小さな官舎

については仕方がないから適用対象外ということで放っておかれたのですが、そう

いったところも、少なくともグリーンハウスガスをどれだけ出しているかというこ

との指標の測定の対象にするとともに、国交省の方で管理のレベルについて 4 レベ

ルを分けていらっしゃいますので、少なくともレベルに合わせたかたちで維持管理

がされ、その維持管理の中にグリーンハウスガスの排出抑制ということが入ってい

くと。そういったようなことをやっていくことが大事ではないか。そうすると冒頭

の説明にありましたような、新築段階での環境プロポーザル比率が 60％を超えられ

ずにずっと横ばいになっているという問題の解決にもなっていきますし、一方では、

ESCOというものがかなり、人によって ESCOの定義が違いますけれども、もしハ

ードの工事をすることになると、かなり限定された範囲になってしまっております

が、ハードウェアの改修と運用改善するためのソフトウェアのインストールを含め

たような、幅の広い既存建物に対する対策の促進にもなっていくだろう。そういっ

たような視野で検討しているところです。ただし、年末にはひととおりまとめるの

ですが、検討項目が多く、かつ時間をかけていられないところもございますので、

今申し上げた包括的な目を見ながら、まずは来年度の改定に載るような事項は何か

という優先度も合意を形成して、それを今年のアウトプットとして出していくとい

うような考えで検討を進めているところでございます。以上です。 

梅田座長：ありがとうございました。非常に革新的というか、ライフサイクル指向への転換

でありますとか、ESCO 以外の改修も扱うでありますとか、指標を入れて管理の方

法を考える。非常に新しいことがいろいろ入っていて、期待されるところだと思っ

ております。それでは、委員のみなさまから、ご質問、ご意見等ございましたら、

お願いいたします。 

原委員：建築物の専門委員会に参加させていただいておりましたので、発言をさせていただ

きます。建築の関係では専門家ではないので、議論の中で感じたことですとか、私

なりに重要だと思ったことを申し上げたいと思っています。ひとつは、特に維持管

理の場合に単年度契約であることによる限界、また当然に小規模なところがなかな
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かそういうことができないというようなことで、ここで複数年契約の重要性ですと

か、一括発注のバルク方式の検討というようなことを明確に打ち出すということが

重要なのではないかというふうに思いました。それから、ESCO 事業というのは、

そういうことをやって利益で回収ができるということが法律では定義されています

ので、なかなか難しいという面があって、そこでやはり ESCO事業以外の回収だと

かというようなことを明確に位置付けて、それを推奨していくということも重要だ

と思います。どういったかたちでやっていくのか具体的なメニューは検討が必要か

と思いますけれども、その点は重要だと思います。私からは以上です。 

野城委員：原先生、ありがとうございました。単年度契約で、1シーズンで癖がわかったら、

契約解除ということになるのは不合理だということでございましたし、自治体単位

で公立学校 10校ですとか、税務署 10署あたりを専門家がバルクで見ていくという

ことで、大変大事な点でした。先生に補っていただきました。ありがとうございま

す。 

梅田座長：ありがとうございます。そのあたりの複数年契約やバルクでというのは、ぜひ早

期に実現していただきたいところであります。他はいかがでしょうか。小さいとこ

ろですけれども、24ページ「2030年度には設置可能な建築物（敷地を含む。）の約

50%以上に太陽光発電設備を設置することを目指す」と書かれていますが、これは

既築も含めてということですよね。新築のうちの 50％ですか。 

環境省：既築も含めて、でございます。 

梅田座長：そうですよね。そうすると、改修で太陽光を役所の上に乗せていくということも

並行して進められるということでよろしいですか。 

環境省：おっしゃるとおりでございます。 

梅田座長：それもプロポーザルの話の中に入るのですか。 

環境省：それもケースバイケースかと思います。普通に各官署の方で整備として太陽光発電

設備を設置する場合には、設計にあたってプロポーザルもひとつの手法かと考えら

れます。それ以外にも、PPA等の事業者によって太陽光発電設備を敷地に設置する

といったやり方もあるかと思いますので、そういった場合はプロポーザル方式以外

の契約手法になるかと思います。そういった手法については、何か制限されている

わけではございませんので、様々な手法を用いながら、最終的に 50％以上を目指す

と考えております。 

梅田座長：わかりました。それに対して、契約類型全体としては補修する方向にあるという

理解でよろしいですか。 

環境省：はい。 

梅田座長：ありがとうございます。その他いかがでしょうか。 

秋鹿委員：私も専門外なのですが、28 ページに、維持管理の運用、「管理レベルを設定し、

データ計測・分析等を推奨」というのは、大変重要なことだと思って見ておりまし
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た。この中で、専門家の活用というのがあるのですが、これは非常に重要だと思う

のですが、私、一度 LCA学会で講演したことがあるのですが、日本の LCA学会は

200人もいないんですよね。分野が、LCA 学会がどこまでカバーしているかわかり

ませんけれども、建築関係の LCAに関係している専門家集団と言いますか、学会と

言いますか、どのくらいいるのでしょうか。この辺をしっかりやっていただかない

と、なかなかキャンペーンも進まないし、民間の理解も得られないのではないかと

思って、どの分野でも日本は遅れていた気がしたものですから、ちょっと気がつい

たので質問させていただきます。 

野城委員：ありがとうございます。非常に重要な点であり、かつボトルネックだと思います。

学会でいきますと、日本建築学会や空気衛生調和学会といったところに、そういっ

た人材がおります。ただ、そこの学会の人たちも、最近は大いに意気が上がってき

ておりますけれども、実務者として見た場合は、新築の方で多くを取られていて、

例えばエネルギーの使用データを見た時に、お医者さんが血圧を見たらどういう病

気があるか推測できるような、経験値を豊富に持った方がどれだけいるかと言いま

すと、急速に増えつつありますけれども、まだ十分な数いるとは思えないところも

ございます。ですから、にわとりと卵になってしまうのですが、こういった環境配

慮契約法等がデータ解析をすることの支援、あるいはサービスの購入をすることを

直接、間接に行うことによって、母集団としてはそういうことができる資質を持っ

た技術者はいますけれども、データを読んで解析する経験をした経験値がまだ発展

途上だというところを梃入れするきっかけにはなるだろうと思います。そういう非

常にファジーな状態でございます。 

秋鹿委員：どうもありがとうございます。 

梅田座長：一応補足しておきますけれども、私、日本 LCA学会の理事をやっておりますけ

れども、正会員 370人で、秋鹿先生がおっしゃるより倍くらいはいるかなと。ここ

の人間はかなり強力な人たちがいるのですが、たぶん裾野がまだ広がっていないと

いうか、一時 LCAブームで企業にかなり広がったのですが、今ちょっとシュリンク

したところで、今またカーボンフットプリントのあたりの話で非常に広がり始めて

いるところなので、ここ数年が勝負なのではないかなと思います。野城委員がおっ

しゃるように、これから期待されるというところだと思います。 

秋鹿委員：情報をありがとうございます。 

梅田座長：重要なご指摘ありがとうございました。他にはいかがでしょうか。それでは、建

築物についてはこのくらいにして、3 番目の検討方針として示された産業廃棄物の

処理に係る契約について、ご質問、ご意見をいただきたいと思います。最初に田中

委員のご意見をいただきたいと思います。田中委員、よろしくお願いします。 

田中委員：39 ページを見ていただきたいと思いますけれども、昨年できた法律ですが、今

年の 4月 1日に施行されております、プラスチックに係る資源循環の促進等に関す
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る法律で、ここでは産業廃棄物のことを言っていますけれども、一般廃棄物は市町

村が処理をしているわけですけれども、そちらの方がプラスチックを分別回収して、

リサイクルするということを求められています。交付金、いわゆる補助金を得るた

めの要件として、分別回収してプラスチックをリサイクルする、資源化をする。で

ないと、国の交付金がもらえない。したがって、義務化をするのと同じようになっ

ています。ここで言っているのは、産業廃棄物の環境配慮契約法ですので、産業廃

棄物の処理をする業者と、国の機関が廃棄物を出す排出者としてやるべきことをこ

こでは言っているわけですよね。それを、産業廃棄物処理事業者にもお手伝いをさ

せるということも入っているかもしれないなという気はしますが、排出事業者とし

てということであれば、これはあくまでそれぞれの省庁、国の機関が排出しないよ

うに発生抑制をする。出てきたものは、できるだけリサイクルするということが求

められている。今までは、産業廃棄物の処理業者を選ぶ場合に、プラスチックを分

けるとかリサイクルをするということは要件にはまったく考慮されていなかったの

が、これがもし入るとすれば、どういうことになるのかなと思いますと、例えばプ

ラスチックをリサイクルする業者は有利になるけれども、焼却してエネルギーを回

収して発電するのだけれども、そのエネルギー回収がどう評価されるのかというと

ころが非常に気になるところです。一般廃棄物はほとんど燃焼して、発電をして、

電力を社会に還元しています。プラスチックが減ると発電効率が悪くなる、売電収

入も減る。経済的なマイナス面があるので、この辺が非常にセンシティブなところ

です。39ページには、すでに「排出事業者のプラスチック使用製品産業廃棄物等の

排出抑制及び再資源化等の促進に関する判断の基準の手引き」を 3 月に作成されて

いるということですので、それを見させていただきたいと思います。産廃処理業者

の処理が、物質回収、マテリアルリカバリーの方が重要視されて、CO2 を排出する

ことになる焼却が採用されないということになれば大きな問題だなと思っています。

私はどちらかと言うと、バイオ系の廃棄物と非バイオのプラスチックが混ざってい

るわけですけれども、そうすると結果的にはトンあたりの CO2排出量は少なめに出

るので、発電を大いに行うべきだと思っています。安全な処理でもあるし、焼却し

てプラスチックなどの破片がなくなれば、海洋流入が減るので、海洋汚染の問題が

解決するということもありますし、それから燃焼の仕方が、電力の逼迫するところ

に重点を置いた運転をすれば、電力の危機の緩和、解決に貢献できるのではないか

と思っています。2 点目ですが、先週の新聞の記事によれば、原子力と天然ガスは

環境配慮認定ということを EU は行っています。天然ガスは化石燃料なのだけれど

も、それを環境配慮とするということで、中身は「天然ガスは CO2を出すが、比較

的少ない」ということですが、そうであれば、廃棄物発電はそれ以上にメリットが

あると思います。安全な処理とエネルギー供給も出来る。CO2 は出すけれども、天

然ガスが許されるのであれば、廃棄物発電はもっといいだろうと思います。今、証
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書とか、いろいろな手立てで、非化石燃料の電力はいいものだという制度もありま

すけれども、それではなかなか今の流れでは、プラスチック資源循環法から、どち

らかというと焼却、埋め立てはできるだけしないようにというメッセージが出され

ていますので、もし出して焼却する場合には、CCUというカーボンキャプチャーま

で入れてやると、発電した電力が全部そちらの方に使われてしまって、せっかく回

収したものが使えないと。それからコストも非常に高くなるということで、廃棄物

発電は環境配慮、サステナブルだというような認証をどこかでしてもらいたいとい

うように思います。以上です。ちょっと余分なことも言いましたけれども、思った

ことを発言させていただきました。 

梅田座長：田中委員、ありがとうございました。それでは、産業廃棄物の処理に係る契約に

ついて、ご質問、ご意見等があればお願いいたします。 

事務局：今の田中委員のご発言に対してですけれども、プラスチック新法では、プライオリ

ティとしてもちろん発生抑制というのがいちばん最初にあって、次に再資源化、い

わゆるリサイクル。リサイクルできないものについては熱回収するということが設

定されております。そのため熱回収も有効に活用することが位置づけられており、

リサイクルできないものは焼却して熱回収を行うという順番となる。そこで再資源

化等の「等」が付いているということになっております。できることは最後までち

ゃんとやって、先生がおっしゃったように、焼却して熱回収をすることによって、

海洋プラスチック対策にも資することになりますので、そういったかたちで進めて

いくと。現在環境配慮契約法上では、排出事業者として、国や独立行政法人等はプ

ラスチックについて特段の規定がないので、そこについて、国や独立行政法人等が

やっていくべき取組、措置等を含めて、基本方針の解説資料に記載させていただき

たいと考えているところでございます。以上でございます。 

梅田座長：補足ありがとうございます。田中委員、何かありますか。 

田中委員：質問させていただきますけれども、今の話は、廃棄物を排出する側に何をやるか

ということを取りまとめるということで、契約する相手の産廃処理業者への注文で

はなく、産業廃棄物排出業者である国の機関に対する注文か。 

事務局：はい。出す側でこういうかたちでやるということ。あるいは、プラスチック使用製

品の、今、産業廃棄物等になっていますけれども、先生がおっしゃったように、分

別した時点で産業廃棄物等ではなくなる整理になっていますので、そういうかたち

で国等も出して、分別したものを処理業者に出すというかたちで取組を進めていた

だくように進めたいと思っております。 

田中委員：リサイクルという言葉が非常にいいことだと一般の国民も思っているところが

あって、電力供給の話も聞きながら同じように思ったのですが、再生可能なエネル

ギーということが進められているのですが、それと同じように、廃棄物分野ではリ

サイクルを進めている。その場合に、やれないという時に、コストがかかるという
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ところが説明の中には入ってなかった。コストが高いから、どの程度まで上がった

らやれないのか、というような分析が必要ではないかと思うんですよね。廃棄物の

場合も、汚れたプラスチックを洗って、種類別に分けて、破砕して、加工してとい

うのに莫大なエネルギーやコストがかかるので、それはできないと思うか、技術的

にはできるからやれと言うのか、というところが、やれる、やれないというところ

で曖昧ですよね。ですから、プラスチックのリサイクルも、通常自分のところの自

治体に焼却するところがあっても、焼却しないで、わざわざリサイクルをやらざる

を得ない。そうすると、コストが 2 倍、3 倍までなっても、やっているとことがあ

る。結果的に言えば、エネルギーをいっぱい使ってやっているのですが、コストが

かかっているのを、合理的な選択がされていないように思うんですよね。ドイツで

は、リサイクル 70％以上というのを出した時に裁判になって、何が合理的な判断で、

どういうふうに 70％を決めたのか、という裁判事例もあるのですが、経済的な選択

と環境にいいはずだというイメージだけで選択させられているところがあるので、

そこを合理的な選択と言うと、コストと環境負荷とを含めて合理的な判断ができる

ような手法なり、説明が必要ではないかと思いますけれども。 

梅田座長：田中委員、ありがとうございました。合理的な判断の話はおっしゃるとおりだ

と思うのですが、判断の考え方が時代とともに進化しているというか変わっている

ところがあるのではないかなとは思うんです。プラスチックを燃やすと化石燃料の

燃焼という扱いになってしまうので、そこのところは天然ガスよりは不利になりま

す。プラスチック新法は分別するというところから始まるので、普通の廃棄物とプ

ラスチックを混ぜて処理しましょうという方向性はけっこう厳しいかなという感じ

はします。 

田中委員：一般廃棄物の場合は、家庭の中でいろいろなものに使われているものが自然に

混ざっているので、混ぜてということではなくて、自然に混ざったものが出てく

る。産業廃棄物は、どちらかと言うと同じものを大量に使って、分別がしやすい、

保管も分けてされている。そういうものは、分別してリサイクルしやすいと思いま

す。 

梅田座長：そうすると、この辺のエリアの話は産業産廃物の処理ということになると、も

う少しうまくできるかもしれないですね。ありがとうございます。他にいかがでし

ょうか。これは、これから具体的な検討を始められるということですので、進めて

いただければというふうに思います。それでは、これで廃棄物の話はよろしいでし

ょうか。資料 2に示された契約類型以外の契約類型、その他全般に渡るような課題

などがございましたら、ご意見、ご質問をいただければと思いますけれども、いか

がでしょうか。 

大聖委員：電力のところでご説明がありましたけれども、山地先生がご指摘されたよう

に、2030年度の排出係数は 0.25kg-CO2 /kWhということで、これは第 6次エネ
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ルギー基本計画に基づくものだと思いますので、この数字はけっこう大事な数字だ

と思いますので、この説明をしっかり明記していただきたいと。これは希望です。

以上です。 

梅田座長：ありがとうございます。大聖委員がおっしゃったのは、基本方針の中にそれを

きちんと明示するということですか。 

大聖委員：はい。 

梅田座長：事務局よろしいでしょうか。 

環境省：はい。ありがとうございます。 

梅田座長：その他いかがでしょうか。今おっしゃったように、必ず書いておかなければい

けないことが事務局の方で漏れていることもあると思いますので。よろしいでしょ

うか。ありがとうございます。それでは次の議題に移りたいと思います。資料 3の

検討スケジュールについて、説明をお願いいたします。 

 

（２）検討スケジュールについて 

 

環境省：（資料 3説明：省略） 

梅田座長：ありがとうございます。ただ今のご説明について、ご質問、ご意見があればお

願いいたします。これはスケジュールですので、よろしいですかね。それではこれ

はお認めいただいたということで。申し訳ありません。時間よりやや早く終わって

しまったのですが、本日の議題はすべて終了いたしましたので、ご議論については

このあたりで終わらせていただきたいと思います。他にご発言はございませんでし

ょうか。何か全般に渡ってあれば、お受けしたいと思いますけれども。 

田中委員：建築の部分で、ZEBというのがみんなわかる前提で書かれていますが、私も全

然知らなかった。 

環境省：申し訳ありません。単語の説明が不足しておりました。ゼロ・エネルギー・ビル

というところで、建物で消費するエネルギーと省エネルギー、太陽光等で発電する

エネルギーを合わせることで、建物全体としてのエネルギー消費をゼロとする建物

でございます。それをゼロ・エネルギー・ビルということで、ZEBと呼んでいる

ところでございます。 

田中委員：産廃の専門委員会はこれから作るのですか。 

環境省：これは環境配慮契約法ではなくて、プラスチック資源循環促進法の方ですでに検

討されて、判断の基準の手引きが公表されているところでございます。 

田中委員：42ページにある専門委員会開催検討というのは。 

環境省：必要に応じて開催をするということで、点線で書かせていただいておりますけれ

ども、今年度は環境配慮契約法の中で改めて専門委員会までの設置ということは考

えていないところでございます。 
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事務局：事務局案につきまして、先生の方に個別に相談させていただいて、改正資料に反

映できるようにしていきたいと思っております。その後、検討会にお示しして、ご

審議いただくということで承知しております。 

田中委員：設置検討とは書いているけれども、設置をするつもりはない。 

事務局：今年はすみません。 

環境省：今年度は、建築物と電力の 2つの専門委員会を立ち上げているということもござ

いまして、こちらの方を立ち上げるということは今のところ予定していないという

ところです。 

田中委員：ありがとうございました。 

梅田座長：ありがとうございます。ではこれは、専門委員会を設置せずに、個別に各委員

のご意見をいただいた上で文章を作って、次回か次々回に案を出していただくとい

うかたちで進めるということでよろしいですか。 

環境省：そうさせていただければと思います。 

梅田座長：他にはございますか。それでは、議事進行を事務局にお返ししたいと思いま

す。 

環境省：梅田座長、ありがとうございました。委員のみなさまにおかれましても、熱心に

ご議論いただきまして、誠にありがとうございます。それでは以上をもちまして、

第 1回環境配慮契約法基本方針検討会を終了させていただきます。本日は誠にあり

がとうございました。 

 

  以上 


